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平成１９年度 地方公営企業会計決算の概要

１．事業数

【補足説明】

・減少した２事業は、法適用企業では海陽町の観光施設事業（休養宿泊 、法非適用企業では）

つるぎ町の観光施設事業（休養宿泊）である。

■地方公営企業の事業数の状況

■地方公営企業の事業数の推移

年度 平成
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 対前年度比較

事業 （Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 30 25 19 19 19 0

簡 易 水 道 事 業 31 24 14 14 14 0

交 通 事 業 3 3 3 3 3 0

病 院 事 業 9 8 7 7 7 0

下 水 道 事 業 41 38 32 32 32 0

介護サービス事業 24 17 10 10 10 0

そ の 他 16 15 15 13 11 △ 2

合 計 154 130 100 98 96 △ 2

（注）各年度の事業数は、年度末の数値であり、建設中の事業を含む。

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

水道事業

19事業

19.8%

簡易水道事業

14事業

14.6%

交通事業

3事業

3.1%

病院事業

7事業

7.3%

下水道事業

32事業

33.3%

介護サービス事業
10事業

10.4%

その他

11事業

11.5%

事業数
96事業
(100%)

（平成19年度末）

事業数は、平成１９年度末現在９６事業で、前年度末より２事業減少している。
このうち、地方公営企業法の適用を受け企業会計方式等を用いる法適用企業は３４事

業で、同法の適用を受けない法非適用企業は６２事業となっている。
また、事業数を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、簡易水道

事業、介護サービス事業、病院事業の順となっている。
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２．職員数

【参 考】

・ 集中改革プラン（平成１７～２２年 」における定員管理の数値目標（本県市町村全体）「 ）

平成１７年４月１日 総職員数 １０，９３６人

平成２２年４月１日 総職員数（目標） ９，９１２人 【１，０２４人 ９．４％減】

■地方公営企業の職員数の状況

■地方公営企業の職員数の推移

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

水道事業

374人

21.3%

簡易水道事業

36人
2.0%

交通事業

164人
9.3%

病院事業

780人

44.4%

下水道事業

164人
9.3%

介護サービス事業

205人
11.7%

その他

35人
2.0%

職員数
1,758人
(100%)

（平成19年度末）

（単位：人）
平成
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 対前年度比較

（Ａ） (Ｂ) (Ｂ)－(Ａ)
水 道 事 業 402 392 384 365 374 9
簡 易 水 道 事 業 28 39 38 41 36 △ 5
交 通 事 業 195 184 180 173 164 △ 9
病 院 事 業 978 943 899 764 780 16
下 水 道 事 業 167 178 183 178 164 △ 14
介護サービス事業 222 214 208 211 205 △ 6
そ の 他 62 58 56 42 35 △ 7

合 計 2,054 2,008 1,948 1,774 1,758 △ 16

　　　　　　　年度
事業

職員数（臨時・非常勤職員を含む常時雇用職員数）は、平成１９年度末現在１，７５８
人で、前年度末に比べて１６人、１．０％の減少となっている。

職員数を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、介護サービス事業の
順となっている。

なお 「新たな地方行革指針」に基づく「集中改革プラン」策定後の状況として、平成、
１７年度末との比較では１９０人、９．８％の減少となっている。
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３．決算規模

・法適用企業 ４３，６６９百万円（対前年度 ４，７１１百万円 １２．１％増）

・法非適用企業 ２３，２０５百万円（対前年度 ２，４９５百万円 ９．７％減）

【補足説明】

・地方債の繰上償還とは、地方公共団体の公債費負担の軽減を図るため、平成１９～２１年度

の３年間で、年利５％以上の公的資金（旧資金運用部資金等ほか２資金）について補償金免

除の繰上償還を認める制度が創設され、本県の公営企業においても、水道事業ほか４事業で

延べ２６団体が総額約５０億円の繰上償還を予定している。

■地方公営企業の決算規模の状況

■地方公営企業の決算規模の推移

平成 平成
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 差引 16年度 17年度 18年度 19年度

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 18,327 16,562 16,561 16,159 18,024 1,865 △ 9.6 △ 0.0 △ 2.4 11.5

簡 易 水 道 事 業 1,968 2,338 2,799 2,411 2,123 △ 288 18.8 19.7 △ 13.9 △ 11.9

交 通 事 業 2,427 2,357 2,169 2,150 2,174 24 △ 2.9 △ 8.0 △ 0.9 1.1

病 院 事 業 15,459 14,286 15,895 19,731 22,641 2,910 △ 7.6 11.3 24.1 14.7

下 水 道 事 業 17,972 19,898 20,632 19,810 17,546 △ 2,264 10.7 3.7 △ 4.0 △ 11.4

介護サービス事業 2,296 2,315 2,399 1,974 1,985 11 0.8 3.6 △ 17.7 0.6

そ の 他 2,861 3,164 3,575 2,423 2,381 △ 42 10.6 13.0 △ 32.2 △ 1.7

合 計 61,310 60,920 64,030 64,658 66,874 2,216 △ 0.6 5.1 1.0 3.4

（単位：百万円、％）

（注）決算規模の算出は次のとおりとした。
　　　法適用企業：総費用－減価償却費＋資本的支出
　　　法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

　　　　　　区分
　　　　　　年度

事業

対前年度増減率決　　算　　規　　模

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

介護サービス事業

その他

水道事業

18,024百万円

27.0%

簡易水道事業

2,123百万円

3.2%

交通事業
2,174百万円

3.2%

病院事業

22,641百万円

33.9%

下水道事業

17,546百万円

26.2%

介護サービス事業

1,985百万円

3.0%

その他

2,381百万円
3.5%

決算規模
66,874百万円

(100%)

（平成19年度末）

決算規模（歳出総額）は、６６，８７４百万円で、地方債の繰上償還実施や病院事業に
おける建設改良費の増加により資本的支出が増加し、前年度に比べて２，２１６百万円、
３．４％増加している。

また、決算規模を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで水道事業、下水道事業
の順となっており、当該３事業で全体の８７．１％を占めている。
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４．経営状況

・法適用企業 黒字額 １７４百万円（対前年度 １，２５７百万円 ８７．８％減）

・法非適用企業 黒字額 ３０４百万円（対前年度 ５６百万円 ２２．６％増）

【補足説明】

赤字事業の状況（１２事業：８団体）

・水道事業（３事業：阿南市、三好市、東みよし町）

・病院事業（５事業：徳島市、三好市、那賀町、美波町、海陽町）

・交通事業（１事業：鳴門市） ・市場事業（１事業：徳島市）

・観光施設事業（１事業：徳島市） ・と畜事業（１事業：徳島市）

■地方公営企業全体の経営状況

■地方公営企業全体の経営状況（事業別総収支額）

法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計 法適用 法非適用 合計

黒字事業数 24 52 76 24 52 76 0 0 0

(68.6%) (96.3%) (85.4%) (68.6%) (98.1%) (86.4%)

黒字額 3,049 1,029 4,078 1,190 1,063 2,253 △ 1,859 34 △ 1,825

赤字事業数 11 2 13 11 1 12 0 △ 1 △ 1

(31.4%) (3.7%) (14.6%) (31.4%) (1.9%) (13.6%)
赤字額 1,618 781 2,399 1,016 759 1,775 △ 602 △ 22 △ 624

総事業数 35 54 89 35 53 88 0 △ 1 △ 1

収支 1,431 248 1,679 174 304 478 △ 1,257 56 △ 1,201

(Ａ) （Ｂ） (Ｂ)－(Ａ)
　　　　　 年度
区分

（注）１．事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く）であり、年度末事業数とは必ずしも一致しない。
　　　２．黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
　　　３．（ ）は、総事業数（建設中のものを除く）に対する割合。

（単位：事業数、百万円）
１８年度 １９年度 差引

１８年度 １９年度 差引 １８年度 １９年度 差引 １８年度 １９年度 差引
(Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) （Ｅ） (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
1,006 801 △ 205 1,006 801 △ 205

381 421 40 381 421 40
418 20 △ 398 418 20 △ 398
26 △ 651 △ 677 26 △ 651 △ 677

353 328 △ 25 353 328 △ 25
275 304 29 275 304 29

△ 19 4 23 △ 761 △ 749 12 △ 780 △ 745 35
1,431 174 △ 1,257 248 304 56 1,679 478 △ 1,201

（単位：百万円）

介護サービス事業
そ の 他

合 計

　　　　　　　区分
　　　　　　　年度
事業

（注）収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。

法適用 法非適用

水 道 事 業
簡 易 水 道 事 業
交 通 事 業
病 院 事 業
下 水 道 事 業

合計

公営企業全体の総収支は、４７８百万円の黒字となっているが、病院事業における多額
の純損失の発生や交通事業と水道事業における大幅な純利益の減少等により、前年度に比
べて黒字額が１，２０１百万円、７１．５％減少している。

事業数では、事業を開始している８８事業のうち、黒字は７６事業と全体の８６．４％
（黒字額 ２，２５３百万円）であり、赤字は１２事業（赤字額 １，７７５百万円）と
なっている。

また、事業別にみると、黒字事業は水道事業、簡易水道事業、交通事業、下水道事業、
介護サービス事業、工業用水道事業、宅地造成事業、駐車場事業の８事業であり、赤字事
業は病院事業、と畜事業、観光施設事業、市場事業の４事業となっている。
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【主な事業の経営状況等】

（１）水道事業の状況

純損益は、８０１百万円の黒字であるが、前年度に比べて黒字額が２０５百万円、２０．

４％減少しているが、これは、特別利益・特別損失を除いた、企業の経常的な採算性を表す

指標である経常収支の黒字額が減少したことによる。

， （ 、 ． ）、 ，経常収益は１２ ５９０百万円 対前年度 ５０百万円 ０ ４％減 経常費用は１１

７４１百万円（対前年度 １４５百万円、１．３％増）であり、差引の経常収支は８４９百

万円の黒字（対前年度 １９５百万円、１８．７％減）となっている。

経常収益減少の主な要因は、節水型社会への移行等による年間有収水量（供給量）の減少

に伴う料金収入の減（１１，７７６百万円：対前年度 ２１百万円、０．２％減）によるも

のであり、また、経常費用増加の主な要因は、減価償却費の増加（４，０２１百万円：対前

年度 １５６百万円、４．０％増）によるものである。

（２）交通事業の状況

純損益は、２０百万円の黒字であるが、前年度に比べて黒字額が３９８百万円、９５．２

％減少しているが、これは、前年度に徳島市の事業で財産処分による特別利益（４１６百万

円）があったことによるものである。

経常収益は１，８４０百万円（対前年度 ４５百万円、２．４％減 、経常費用は１，９）

７０百万円（対前年度 ３４百万円、１．７％減）であり、差引の経常収支は１３０百万円

の赤字（対前年度 １１百万円、９．２％増）となっている。

経常収益減少の主な要因は、乗合事業の乗客数の減少（６，０４０千人：対前年度 ３０

７千人、４．８％減）による料金収入の減少（１，３０１百万円：対前年度 ７０百万円、

５．１％減）によるものである。

（３）病院事業の状況

純損益は、６５１百万円の赤字であり、前年度２６百万円の黒字からは６７７百万円悪化

しているが、これは、前年度に徳島市の事業で平成１９年度末に廃止した園瀬病院の不良債

務解消のための特別利益（１，２９７百万円）があったことと徳島市民病院の経常損失が大

幅に改善（７８１百万円減）したこと等によるものである。

経常収益は１２，３２８百万円（対前年度 １５１百万円、１．２％減 、経常費用は１）

２，８９４百万円（対前年度 ８０４百万円、５．９％減）であり、差引の経常収支は５６

６百万円の赤字（対前年度 ６５３百万円、５３．６％減）となっている。

経常収益減少の主な要因は、徳島市の園瀬病院における入院廃止等による患者数減少に伴

（ ） （ ， 、 ．う医業収益 外来・入院収益 の減少 １０ ０２９百万円：対前年度 １７９百万円 １

８％減）であり、また、経常費用減少の主な要因は、徳島市の市民病院における退職手当の

大幅減（対前年度 ６３０百万円減）によるものである。
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（４）下水道事業の状況

実質収支は、３２８百万円の黒字であるが、前年度に比べて黒字額が２５百万円、７．１

％減少している。

、 ， 、 、収益的収支では １ ７０６百万円の黒字であり 前年度に比べて黒字額が９４９百万円

２５．４％増加しているが、これは、当該収支に係る他会計繰入金の大幅な増加（３，４８

４百万円：対前年度 ７０５百万円、２５．４％増）によるものである。

一方、資本的収支では、１，６６６百万円の赤字であり、前年度に比べて赤字が１，１３

９百万円、２１６．０％増加しているが、これは、当該収支に係る他会計繰入金の大幅な減

少（１，８７７百万円：対前年度 １，０１７百万円、３５．１％減）によるものである。

＊ 両収支に係る他会計繰入金の大幅な増減は、下水道事業において平成１８年度から新た

に追加された繰入金制度によるものである。

（５）観光施設事業の状況

、 、 、純損益及び実質収支は １０１百万円の赤字であり 前年度に比べて赤字額が１２百万円

１０．１％減少している。

当該事業における赤字事業は、徳島市の索道事業（眉山ロープウェイ）であり、平成１８

年度から利用料金制による指定管理者制度を導入し経営改善を図っているが、修繕費等の経

費や減価償却費、支払利息により純損益が赤字の状態である。

（６）と畜事業の状況

実質収支は、７５５百万円の赤字であるが、前年度に比べて赤字額が１２百万円、１．６

％減少している。

なお、当該事業における赤字事業は、徳島市の事業である。

■参考：経常収支等の状況

区分
年度 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支 経常収益 経常費用 経常収支

(総収益) (総費用) (収支差引) (総収益) (総費用) (収支差引) (総収益) (総費用) (収支差引)
事業 (Ａ) (Ｂ) (Ａ)－(Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) (Ｃ)－(Ｄ)
水 道 事 業 12,590 11,741 849 12,640 11,596 1,044 △ 50 145 △ 195
簡易水道事業 1,145 869 276 1,183 942 241 △ 38 △ 73 35
交 通 事 業 1,840 1,970 △ 130 1,885 2,004 △ 119 △ 45 △ 34 △ 11
病 院 事 業 12,328 12,894 △ 566 12,479 13,698 △ 1,219 △ 151 △ 804 653
下 水 道 事 業 5,370 3,664 1,706 4,568 3,811 757 802 △ 147 949
介護サービス事業 1,955 1,924 31 1,953 1,908 45 2 16 △ 14
そ の 他 1,374 1,246 128 1,417 1,349 68 △ 43 △ 103 60

合 計 36,602 34,308 2,294 36,125 35,308 817 477 △ 1,000 1,477

(単位：百万円）
１９年度 １８年度 差引（１９年度－１８年度）
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５．料金収入

・法適用企業 ２３，６７８百万円（対前年度 ３２８百万円 １．４％減）

・法非適用企業 ４，４３９百万円（対前年度 １０百万円 ０．２％減）

■地方公営企業の料金収入の状況

区分
年度 １８年度 １９年度 差引 １８年度 １９年度 差引 １８年度 １９年度 差引

事業 (Ａ) (Ｂ) (Ｂ)-(Ａ) （Ｃ） (Ｄ) (Ｄ)-(Ｃ) （Ｅ） (Ｆ) (Ｆ)-(Ｅ)
11,797 11,776 △ 21 － － － 11,797 11,776 △ 21
(93.3%) (93.4%) (93.3%) (93.4%)

－ － － 863 810 △ 53 863 810 △ 53
(73.0%) (70.7%) (73.0%) (70.7%)

1,371 1,301 △ 70 － － － 1,371 1,301 △ 70
(56.6%) (65.4%) (56.6%) (65.4%)
10,208 10,029 △ 179 － － － 10,208 10,029 △ 179
(74.1%) (81.3%) (74.1%) (81.3%)

－ － － 1,718 1,780 62 1,718 1,780 62
(37.6%) (33.1%) (37.6%) (33.1%)

－ － － 1,559 1,519 △ 40 1,559 1,519 △ 40
(79.9%) (77.7%) (79.9%) (77.7%)

630 572 △ 58 309 330 21 939 902 △ 37
(73.1%) (70.4%) (55.6%) (58.9%) (66.3%) (65.7%)

24,006 23,678 △ 328 4,449 4,439 △ 10 28,455 28,117 △ 338
(80.8%) (85.4%) (53.9%) (49.2%) (74.9%) (76.5%)

（注）（　）内の数字は、総収益に占める料金収入比率である。

(単位：百万円、％）

合 計

病 院 事 業

下 水 道 事 業

介護サービス事業

そ の 他

合計法適用 法非適用

水 道 事 業

簡 易 水 道 事 業

交 通 事 業

、 ， 、 、料金収入は ２８ １１７百万円で 病院事業において患者数が減少したこと等により
前年度に比べて３３８百万円、１．２％減少している。

また、料金収入を事業別にみると、水道事業が最も多く、次いで病院事業の順となって
おり、この２事業で全体の７７．６％を占めている。

なお、総収益に占める料金収入比率では、水道事業が９３．４％と最も高く、一方、下
水道事業が３３．１％と最も低くなっている。
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６．企業債

（１）企業債発行額

・うち法適用企業 １２，３２９百万円（対前年度 ４，４０８百万円 ５５．６％増）

・うち法非適用企業 ７，１２９百万円（対前年度 ５１６百万円 ６．７％減）

【補足説明】

・病院事業 ９，１８８百万円（対前年度 ３，５０６百万円 ６１．７％増）

増加要因は、徳島市の市民病院新築工事による （４，３３３百万円増）。

・水道事業 ３，０６３百万円（対前年度 ８６２百万円 ３９．２％増）

増加要因は、徳島市の第４期拡張事業による （１，０１０百万円増）。

・交通事業 ７８百万円（対前年度 ４９百万円 １６９．０％増）

増加要因は、徳島市の徳島駅前バス乗降所改築工事による （４９百万円増）。

■地方公営企業の企業債発行額の状況

■地方公営企業の企業債発行額の推移

平成 平成
１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 差引 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

（Ａ） （Ｂ）(Ｂ)－(Ａ)

水 道 事 業 4,006 2,559 2,469 2,201 3,063 862 △ 36.1 △ 3.5 △ 10.9 39.2
簡易水道事業 293 494 805 411 401 △ 10 68.6 63.0 △ 48.9 △ 2.4
交 通 事 業 28 149 44 29 78 49 432.1 △ 70.5 △ 34.1 169.0
病 院 事 業 1,010 415 2,532 5,682 9,188 3,506 △ 58.9 510.1 124.4 61.7
下 水 道 事 業 5,764 6,539 7,265 7,234 6,728 △ 506 13.4 11.1 △ 0.4 △ 7.0
介護サービス事業 0 89 170 0 0 0 皆増 91.0 皆減 -
そ の 他 22 230 8 9 0 △ 9 945.5 △ 96.5 12.5 皆減
合 計 11,123 10,475 13,293 15,566 19,458 3,892 △ 5.8 26.9 17.1 25.0
（注）企業債発行額には、前年度同意・許可債で当年度収入分及び借換債を含み、当年度同意・許可債で未収入分は含まない。

（単位：百万円、％）
対　前　年　度　増　減　率

　　　      年度

事業

企　業　債　発　行　額

水道事業

簡易水道事業

交通事業

病院事業

下水道事業

水道事業

3,063百万円

15.7%
簡易水道事業

401百万円

2.1%

交通事業

78百万円

0.4%

病院事業

9,188百万円
47.2%

下水道事業

6,728百万円

34.6%

企業債発行額
19,458百万円

(100%)

（平成19年度）

建設投資の財源である企業債発行額は、１９，４５８百万円で、病院事業や水道事業に
おける増加等により、前年度に比べて３，８９２百万円、２５．０％増加している。

また、企業債発行額を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで下水道事業、水道
事業の順となっており、当該３事業で全体の９７．５％を占めている。
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（２）企業債現在高

・うち法適用企業 ８３，８２１百万円（対前年度 ７，５４０百万円 ９．９％増）
・うち法非適用企業 ９４，２４１百万円（対前年度 １，０７２百万円 １．２％増）

【補足説明】
・病院事業 ２２，６２２百万円（対前年度 ８，４０１百万円 ５９．１％増）

増加要因は、徳島市の市民病院新築工事による （８，８６３百万円増）。
・下水道事業 ８２，８３８百万円（対前年度 ２，２５８百万円 ２．８％増）

主な増加要因は、旧吉野川流域下水道事業の推進による （１，７３０百万円増）。

■地方公営企業の企業債現在高の推移

（単位：百万円、％）
区分
年度 平成 平成

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 増減額 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度
事業 (A) (B) (B)-(A)
水 道 事 業 59,797 59,877 60,017 59,597 58,939 △ 658 0.1 0.2 △ 0.7 △ 1.1
簡 易 水 道 事 業 9,840 10,015 10,396 10,263 9,471 △ 792 1.8 3.8 △ 1.3 △ 7.7
交 通 事 業 405 507 497 461 492 31 25.2 △ 2.0 △ 7.2 6.7
病 院 事 業 7,009 7,006 9,077 14,221 22,622 8,401 △ 0.0 29.6 56.7 59.1
下 水 道 事 業 67,830 71,700 76,450 80,580 82,838 2,258 5.7 6.6 5.4 2.8
介護サービス事業 993 1,050 998 1,018 965 △ 53 5.7 △ 5.0 2.0 △ 5.2
そ の 他 4,510 4,214 3,766 3,310 2,735 △ 575 △ 6.6 △ 10.6 △ 12.1 △ 17.4
合 計 150,384 154,369 161,201 169,450 178,062 8,612 2.6 4.4 5.1 5.1

企　業　債　現　在　高 対 前 年 度 増 減 率

59,797

9,840
7,009

67,830

59,877

10,015
7,006

71,700

60,017

10,396

9,077

76,450

59,597

10,263

14,221

80,580

58,939

9,471

22,622

82,838

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000
（百万円）

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 （年度）

その他

介護サービス事業

下水道事業

病院事業

交通事業

簡易水道事業

水道事業

150,384 154,369

161,201
169,450 178,062

企業債現在高は、１７８，０６２百万円で、病院事業における大規模な建設投資や下水
、 ， 、道事業における事業推進により増加傾向となっており 前年度に比べて８ ６１２百万円

５．１％増加している。
また、企業債現在高を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院

事業の順となっており、当該３事業で全体の９２．３％を占めている。
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７．他会計繰入金

・うち法適用企業 ３，４１８百万円（対前年度 ９６９百万円 ２２．１％減）
・うち法非適用企業 ７，０４６百万円（対前年度 ９９百万円 １．４％減）

【補足説明】
・病院事業 ２，１７１百万円（対前年度 １，１８８百万円 ３５．４％減）

主な減少要因は、平成１８年度、徳島市の園瀬病院において不良債務解消のための他会計
繰入金があったことによる （１，２９７百万円減）。

・下水道事業 ５，３６１百万円（対前年度 ３１２百万円 ５．５％減）
主な減少要因は、公共下水道事業における資本費平準化債の発行等による減少である。

■地方公営企業への他会計繰入金の状況

■地方公営企業への他会計繰入金の推移

（単位：百万円）
区分
年度 平成

１８年度 １９年度 増減額 １８年度 １９年度 増減額 １８年度 １９年度 増減額
事業 (A) (B) (B)-(A) (Ｃ) （Ｄ） (D)-(Ｃ) (E) (F) (F)-(E)
水 道 事 業 117 106 △ 11 258 443 185 375 549 174
簡 易 水 道 事 業 292 291 △ 1 417 551 134 709 842 133
交 通 事 業 501 538 37 5 5 0 506 543 37
病 院 事 業 3,080 1,776 △ 1,304 279 395 116 3,359 2,171 △ 1,188
下 水 道 事 業 2,779 3,484 705 2,894 1,877 △ 1,017 5,673 5,361 △ 312
介護サービス事業 339 381 42 62 52 △ 10 401 433 32
そ の 他 301 298 △ 3 208 267 59 509 565 56
合 計 7,409 6,874 △ 535 4,123 3,590 △ 533 11,532 10,464 △ 1,068
（注）１．収益的収入への繰入金には、特別利益のうち他会計繰入金を含んでいる。
　　　２．資本的収入への繰入金には、他会計借入金を含んでいる。

合計収益的収入への繰入金 資本的収入への繰入金

451
596

801

2,423

5,773

319
586

486
707
556

1,802

6,199

261
697

517
670
500

1,908

6,033

320

743

375
709
506

3,359

5,673

401
509

549

842

543

2,171

5,361

433
565

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
（百万円）

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 （年度）

その他

介護サービス事業

下水道事業

病院事業

交通事業

簡易水道事業

水道事業

10,949 10,708 10,691
11,532

10,464

他会計繰入金は、１０，４６４百万円で、病院事業における収益的収入や下水道事業に
おける資本的収入への繰入金の減少により、前年度に比べて１，０６８百万円、９．３％
減少している。

収益的収入への繰入金は、６，８７４百万円で、前年度に比べて５３５百万円、７．２
、 、 ， 、 、％減少し 資本的収入への繰入金は ３ ５９０百万円で 前年度に比べて５３３百万円

１２．９％減少している。
また、他会計繰入金を事業別にみると、下水道事業が最も多く、次いで病院事業の順

となっており、当該２事業で全体の７２．０％を占めている。
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８．累積欠損金

【補足説明】
・病院事業 ８，１１６百万円（対前年比 ６５７百万円 ８．８％増）

、 （ 、 ） 。主な増加要因は 徳島市の病院事業 市民病院 園瀬病院：純損失５９９百万円 による
・観光施設事業 １，７８２百万円（対前年比 １０５百万円 ６．３％増）

主な増加要因は、徳島市の索道事業（眉山ロープウェイ：純損失１０９百万円）による。
・水道事業 １７８百万円（対前年比 ７１百万円 ６６．４％増）

増加要因は、三好市の簡易水道統合に伴う減価償却費の増加による経常損失の拡大と阿南
市の新たな累積欠損金の発生による。

■累積欠損金の推移

■累積欠損金を有する事業の状況

事　　　　業 市町村名 累積欠損金 増　減 増減率（％）
水 道 事 業 阿南市、美馬市、三好市 178 71 66.4
交 通 事 業 徳島市、鳴門市 870 ▲ 12 ▲ 1.4

病 院 事 業
徳島市、三好市、那賀町
美波町、海陽町、つるぎ町

8,116 657 8.8

観 光 施 設 事 業 徳島市、海陽町 1,782 105 6.3
宅 地 造 成 事 業 徳島市 16 ▲ 9 ▲ 36.0
合 計 １４事業（９団体） 10,962 812 8.0

（単位：百万円）

9 5 7

1 ,2 0 0

6 ,3 9 1

1 ,5 7 7

5 4 2

1 ,2 1 5

7 ,1 2 7

1 ,5 4 1

1 4 1

1 ,2 8 0

7 ,5 2 3

1 ,5 8 8

1 0 7

8 8 2

7 ,4 5 9

1 ,7 0 2

1 7 8

8 7 0

8 ,1 1 6

1 ,7 9 8

0

2 ,0 0 0

4 ,0 0 0

6 ,0 0 0

8 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

（百 万 円 ）

15 年 度 16年 度 17年 度 18年 度 19 年 度 （年 度 ）

そ の 他

病 院 事 業

交 通 事 業

水 道 事 業

10 ,1 2 5
1 0 ,4 2 5 1 0 ,5 3 2

1 0 ,1 5 0

1 0 ,9 6 2

、 （ ）企業会計方式の法適用企業において 営業活動によって生じた各事業年度の損失 赤字
額を累積した累積欠損金は１０，９６２百万円であり、前年度に比べて８１２百万円、
８．０％増加している。

累積欠損金を有する事業数は、法適用企業３４事業中１４事業であり、前年度の１３事
業から１事業（水道事業）増加している。

累積欠損金を事業別にみると、病院事業が最も多く、次いで観光施設事業、交通事業の
順となっている。
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９．不良債務

【補足説明】

・病院事業 ２，１６７百万円（対前年比 ５３１百万円 ３２．５％増）

徳島市の事業において、平成２０年１月の新病院移転等により入院・外来患者数が減少し

たために生じた純損失５４１百万円などが影響し、前年度から不良債務が増加している。

また、不良債務の規模は、医業収益の４０．０％となっている。

・観光施設事業 ２，１２７百万円（対前年比 １９５百万円 １０．１％増）

徳島市の索道事業（眉山ロープウェイ）において、長年にわたる利用客の低迷による経常

収支の赤字や地方債の償還などにより、不良債務が２，１２７百万円（対前年度 ２００

百万円、１０．４％増）となっている。

・前年度に不良債務があった２事業について、鳴門市の交通事業は他会計からの長期借入金に

より不良債務を解消し、海陽町の観光施設事業（みとこ荘）は平成１９年９月末に事業を廃

止している。

■不良債務の推移

836

1,149
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817
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1,728
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（百万円）

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 （年度）

観光施設事業

病院事業

交通事業

3,212

4,442

4,103

4,294

3,898

企業会計方式の法適用企業において、資金の不足額を示す不良債務（流動資産－流動
） ， 、 、 ． 。負債 は４ ２９４百万円であり 前年度に比べて１９１百万円 ４ ７％増加している

不良債務を有する事業数は、法適用企業３４事業中２事業（病院事業、観光施設事業）
であり、前年度の４事業（交通事業、病院事業、観光施設事業：２）から２事業減少して
いる。
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